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総務企画委員会説明資料 

 

                                 総 務 部 

 

１ 令和４年度６月補正予算の概要 

（１）基本的な考え方 

 国のコロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」等に対応して、

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や県内産業等への支援などの事業や、

県政の課題等へ対応するために必要な事業について、スピード感をもって計上す

るもの。 

 

（２）補正予算の規模 

 

○ 一般会計  ９９億６９百万円（補正後 １兆２，９２４億４８百万円） 

○ 特別会計      －百万円（補正後   ４，６４０億８２百万円） 

○ 企業会計      －百万円（補正後   １，２５４億４２百万円） 

   計    ９９億６９百万円（補正後 １兆８，８１９億７２百万円） 

 

※ ６月補正後一般会計予算の前年度予算に対する伸び率 △５．２％ 
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総務企画委員会説明資料（条例等）  
 
 
                             総 務 部 人 事 課  

項 目  職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例【一部改正】 

 
１ 改正の理由 

  地方公務員の育児休業等に関する法律等の改正に伴い、育児を行う職員の職業生活と

家庭生活の両立を一層容易にするため、職員の育児休業の取得回数を緩和する等所要の

改正をしようとするもの。  
 
２ 内容 

（１）育児休業を原則２回（現行：原則１回）まで取得可能とする。  
（２）（１）の原則２回までの育児休業に加え、子の出生後８週間以内に育児休業を２回

（現行：１回）まで取得可能とする。  

【現行（原則１回、出生後８週間以内の育児休業１回）】   
出生  出生後８週間     
     

     

【改正後（原則２回、出生後８週間以内の育児休業２回）】  
出生  出生後８週間     
       

       

 
（３）非常勤職員の育児休業について、子の出生後８週間以内の取得要件を緩和するとと

もに、子が１歳以降の育児休業の取得を柔軟化する。  
 
３ 効果・影響 

  職員の育児と仕事の両立支援  
 
４ 施行日 

  令和４年１０月１日  
 
 
 
 
 
 
 

 

出生後８週以内の育休  
（産後パパ育休）  育休  

育休①  出生後８週  
以内の育休①  

出生後８週  
以内の育休②  育休②  
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総務企画委員会説明資料（条例等）  
 
 
                             総 務 部 税 務 課  

項 目  茨城県県税条例の一部を改正する条例【一部改正】 

１ 改正の理由・根拠 
地方税法等の一部改正  

 
 ＜背景・必要性＞ 

地方税法等の一部改正に伴い、地方税法の規定に基づき税目、課税客体、
課税標準、税率その他賦課徴収について規定している本条例について、所
要の改正を行う必要がある。  

 
２ 内 容 
（1）不動産取得税 

不動産を取得した者が、その登記の申請をした場合は、県に対する不動 
産取得の申告が不要となったこと等に伴う規定を整備（※）する。 

※ 不動産取得の申告と併せて提出することとなっている不動産取得税 
の徴収猶予等の申告書の提出期限を当該不動産取得税の納期限に変更 
する等の改正を行う。 

 
（2）個人県民税 

所得税において、住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除（住 
宅ローン控除）の適用期限が延長されることに伴い、所得税額から控除し 
きれなかった額を、個人県民税の控除限度額の範囲内で控除する措置につ 
いても適用期限を延長等する（令和７年入居分まで４年間延長）。 

 
（参考）個人県民税の控除限度額（太枠部分が今回延長となった部分） 

 

対象者 個人県民税の控除限度額 
(参考)住民税(県民税及び 

市町村民税)の控除限度額 

H21.１～H26.３の入居者 ２％(最高 39,000 円) ５％(最高 97,500 円) 

H26.４～R３.12 の入居者 2.8％(最高 54,600 円) ７％(最高 136,500 円) 

R４.１～R７.12 の入居者 ２％(最高 39,000 円) ５％(最高 97,500 円) 

 
（3）その他所要の改正 

 
３ 効果・影響 

地方税法の内容に則した条例の施行が可能になる。 
 
４ 施行日 

令和５年４月１日 外  
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総務企画委員会説明資料（条例等）  
                             

 総 務 部 税 務 課  

項 目  
茨城県地方活力向上地域等における県税の特別措置に関する条例  
の一部を改正する条例【一部改正】  

１ 改正の理由・根拠 

 省令の改正により、地域再生法による特別措置に係る事業計画の認定から事

務所等の新増設までの期限が延長されたため。 

 

 ＜背景・必要性＞ 

本県への企業の本社機能の移転等の促進を通じた就業の機会の創出及び  
経済基盤の強化を引き続き図る必要がある。 

 

２ 内 容 

  県独自の不均一課税措置に係る事業計画の認定から事務所等を新増設する 

までの期限を３年に延長する（現行：２年）。 

 

＜制度の概要＞ 

(1) 対象要件 

本社機能を有する事務所、研究所、研修所の移転又は拡充 

(2) 対象税目 

①不動産取得税 

新増設した家屋、敷地の取得に係る部分を軽減 

②事業税(個人・法人） 

増加従業者数の割合等に応じて３年間軽減 

(3) 対象区域 

地域再生法による特別措置に加え、同法の対象外となっている区域につ 

いても県独自に不均一課税措置を講じることで、県内全域を対象。 

 

３ 効果・影響 

本県への企業の本社機能の移転等を促進することにより、新たな就業の機会  
の創出及び地域の活力の向上を図ることができる。  
 

４ 施行日 

  公布の日 

 

５ 参考事項 

〇本条例の施行規則の一部改正により、事業計画の認定基準を緩和する。  
＜改正内容＞  
・従業員の増加数（中小企業者）：１人以上（現行：２人以上）  
・対象となる事業部門に「情報サービス事業部門」を追加。  

  （現行：調査及び企画部門、研究開発部門、国際事業部門等）  
 

○免除実績等（平成 28 年３月～令和４年３月の累計）  
・22 社が本制度を活用  
・免除税額 不動産取得税 189,470 千円 

      法人事業税   8,344 千円 

 ・増加従業者数 576 人 
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総務企画委員会説明資料（条例等）  
 
                           総 務 部 市 町 村 課  

項 目  茨城県議会議員及び茨城県知事の選挙における選挙運動の公費  
負担に関する条例の一部を改正する条例【一部改正】  

 
１ 改正の理由 

公職選挙法施行令が改正され、国政選挙における選挙運動の公費負担限
度額が改定されたことから、県の選挙（県議会議員選挙及び知事選挙）に
おける選挙運動の公費負担限度額を国政選挙と同様に改定するもの 

      
  ＜背景・必要性＞  

国政選挙における選挙運動の公費負担限度額が最近の物価変動及び消費税
増税（令和元年 10 月に 8％から 10％に引上げ）を踏まえ、改定されたことを
受けて、これまで国政選挙に準じて改定してきた県の選挙における選挙運動の
公費負担限度額を改定する必要があるため                        

 

２ 内 容 
   選挙運動の公費負担限度額を改定するもの  

項目 改定後 改定前 
選挙運動用自動車の借入れ 16,100 円/日 15,800 円/日 
選挙運動用自動車の燃料 7,700 円/日 7,560 円/日 
ビラの作成   
（5 万枚以下） 7 円 73 銭/枚 7 円 51 銭/枚 
（5 万枚超） 5 円 18 銭/枚 5 円 2 銭/枚 
ポスターの作成   

企画費 316,250 円 310,500 円 
印刷費（500 か所以下） 541 円 31 銭/枚 525 円 06 銭/枚 

同 （500 か所超） 28 円 35 銭/枚 27 円 50 銭/枚 
 

３ 効果・影響  
    物価の変動等があった現在の状況下においても、候補者が従来と同様の

選挙活動を行うことが可能となる。  
 

４ 施行日  
   公布の日  
                                         

５  参考事項 
  公費負担限度額の改定に伴う影響額（見込み）  
  ・県議会議員選挙 +2,718 千円 
  ・知事選挙      +194 千円 
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総務企画委員会説明資料（条例等）  
                             総 務 部 税 務 課  

項 目  
地方自治法第 179 条第 1 項の規定に基づく専決処分について  
・茨城県県税条例等の一部を改正する条例【一部改正】 

１ 改正の理由・根拠 
地方税法等の一部改正  

 
 ＜背景・必要性＞ 

地方税法等の一部改正に伴い、地方税法の規定に基づき税目、課税客体、
課税標準、税率その他賦課徴収について規定している本条例について、所
要の改正を行う必要がある。  

 
２ 内 容 
（1）法人事業税 

ア ガス供給業（製造・小売）に係る収入金課税の見直し（課税方式及び 
税率の改正） 
【改正前】収入割 1.0% 

 
(ｱ)導管部門の法的分離の対象となる法人等 

【改正後】収入割 0.48%、付加価値割 0.77%、資本割 0.32% 
 

(ｲ) (ｱ)以外の法人 
他の一般の事業と同様とする。 

・資本金１億円超の法人 
【改正後】所得割 1.0%、付加価値割 1.2%、資本割 0.5% 

・資本金１億円以下の法人 
【改正後】所得割 7.0%(所得 800 万円超)、5.3%(同 400 万円超 800 万円以下)、 

3.5%(同 400 万円以下) 
 

イ 外形標準課税対象法人（資本金１億円超）に対する所得割の軽減税率 
の見直し 

年 800 万円以下の所得に係る軽減税率を廃止し、税率を 1.0%とする。 
 

 所得区分 

800 万円超 400 万円超 

800 万円以下 

400 万円以下 

改正前 1.0％ 0.7％ 0.4％ 

改正後 1.0％ 

 
（2）不動産取得税 

新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす日の特例措置 
（６カ月→１年）の２年延長（令和６年３月 31 日まで）  ほか 

 
（3）その他所要の改正 

 
３ 効果・影響 

地方税法等の内容に則した条例の施行が可能になる。 
 

４ 施行日 
令和４年４月１日  
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令和４年第２回定例会 

総務企画委員会説明資料 
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総務企画委員会説明資料 
総務部行政経営課 

項 目 令和３年度包括外部監査結果報告の対応について（概要） 

１ 監査の概要 

（１）監 査 テ ー マ  債権（県税に係るものを除く｡）の管理に関する財務事務の執行について  

（２）監査対象機関  ３８機関 うち総務部４機関   

（３）監 査 の 要 点  ・債権管理体制が法令等に従い適正に整備・運用されているか。  

            ・債権の調定・回収、収入未済額の状況把握と対策、債権の保全手続、 

長期延滞債権の回収対応策、不納欠損処理を適切に実施しているか 等 

２ 監査結果及び対応状況 
（１）指摘・意見の件数  １８８件（指摘：６３件、意見：１２５件） 

              うち各部局共通（総務部関係） １９件（指摘：５件、意見：１４件） 

（２）各部局共通の主な指摘・意見と対応状況 

（全体はｐ12「令和３年度包括外部監査結果等への対応について（総括表）」のとおり） 
区分 指摘等の内容 対応状況 

【指摘】 【債務者・連帯保証人への適切な対応】 
○ 履行期限（納期限）までに履行（納付）
されなかった場合は、債務者に対し期日を
指定して督促するべきである。また、連帯
保証人にも請求すべきである。 

○ 債務者・連帯保証人に対して催告すべき
事象が発生していても催告手続が遅れるケ
ースがある。督促指定期日までに納付され
なかった場合には、債務者・連帯保証人に
対して適時的確に催告すべきである。 

【短期】 
・ 納期限までに納入がない場合は、茨城
県財務規則に基づき、納期限後20日以内
に督促を行うこと、また、督促における
指定納期限は、同規則に基づき、督促発
付の日から 15 日以内とすること等によ
り対応するよう、庁内に周知した。 

・ 督促における指定納期限までに履行が
ない場合は、督促発付後１カ月後を目安
に催告を行うこと、また、当該催告にお
いて指定した期限までに履行されない場
合は、速やかに財産調査及び滞納処分・
強制執行等（法的措置） を行うこと、連
帯保証人がいるときは速やかに請求を行
うことにより対応するよう、庁内に周知
した。 

 
【指摘】 【遅延損害金及び違約金の取扱いの明確化・統一化】 

○ 個々の債権ごとに遅延損害金・違約金の
有無、その取扱い等について実態調査を実
施の上、債権回収における元本回収のあり
方等の課題を検証して取扱いを明確化し、
全庁的に統一された取扱いをすべきであ
る。 

【短期】 
・ 延滞金及び遅延損害金（以下「延滞金
等」という。）については、法令等の定め
るところにより適切に徴収するととも
に、債務者等において元本と延滞金等が
ある場合には、納付金額が元本の額に達
するまでは元本に充てられたものとし、
延滞金等については元本完済後に速やか
に請求するよう、庁内に周知した。 

 
【指摘】 【安易な分割納付の制限】 

○ 分割納付については、法的根拠がないこ
とから、極めて長期間になる分割納付が承
認されているケースがある。分割納付は、
滞納初期段階における短期間に限り利用を
認めるなど、安易に適用しないようにすべ
きである。 

【短期】 
・ 地方公共団体が保有する債権について、

滞納となっている債権を分割して納付さ
せたり、各弁済期の償還金を減額したり
する場合は、本来、法令に従って元々の
納期限を変更する必要があることから、
法令に基づかない任意の分割納付は行わ
ないよう、庁内に周知した。 

 
【意見】 【「債権管理の基本について」の改定の必要性】 

○ 県の債権管理のマニュアルである「債権
管理の基本について」は、民法の改正事項
を織り込んだものではないため、記載事項
の改定が必要である。また、債権管理の担
当者にとって債権管理を体系的に理解でき
るように、基本的事項、必要な書式、具体
的課題等を含んだ内容への見直しを検討す
べきである。 

【短期】 
・ 民法の改正等を踏まえ、「債権管理の基

本について」を全面改定し、債権管理に
関する事務の処理についての基本的事項
や一般的な事務処理、必要な書式等を定
めた「茨城県債権管理マニュアル」を令
和４年３月に策定した。 
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【意見】 【債務者の支払能力に関する県の認識の見直し】 
○ 債務者が県より他の債権者への支払を優
先している実態や、弁護士法人が督促した
場合の良好な回収状況等を勘案すると、延
滞債権の回収可能性の判断には甘さがあ
り、債務者の実態を的確に把握できていな
い事案もある。債務者に対する支払能力の
判断は、必ずしも実態を反映していない場
合もあるとの認識を持ち、所管課は所定の
回収手続を粛々と実施すべきである。 

 

【短期】 
・ 債務者の支払能力については、資力の
状況が分かる資料（確定申告書の写しや
源泉徴収票等）を提出させるなどして、
可能な限り客観的に債務者の実態を的確
に把握した上で判断するよう、庁内に周
知した。 

※「短期」は、令和４年第２回定例会（６月）までに対応する（措置を講じた）もの、「中長期」は、
それ以外のもの。 

「指摘」 …違法性・正当性に問題がある事項及び経済的合理性の観点から問題のある事項で、具
体的な改善措置を求めるもの。 

「意見」 …包括外部監査人からの提案で、改善の参考とするもの。 
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理
等

 
 
催
告
の
効
力
と
し
て
、
催
告
か
ら
６
か
月
の
間

は
時
効
の

完
成
が
猶
予
さ
れ
る
と
い
う
効
力
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
督
促

指
定
期
日
ま
で
に
納
付
が
な
い
場
合
は
、
適
時
的

確
に
催
告

を
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

   
督

促
に

お
け

る
指

定
納

期
限
ま

で
に

履
行

が
な

い

場
合

は
、

督
促

発
付

後
１

カ
月

後
を

目
安

に
催

告
を

行
う

こ
と

、
ま

た
、

当
該

催
告

に
お

い
て

指
定

し
た

期
限

ま
で

に
履

行
さ

れ
な

い
場

合
は

、
速

や
か

に
財

産
調
査
及
び
滞
納
処
分
・
強
制
執
行
等
（
法
的
措
置
） 

を
行

う
こ

と
に

よ
り

対
応

す
る

よ
う

、
庁

内
に

周
知

し
た
。
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【
様
式
１
】

 
 
令
和
３
年
度
包
括
外
部
監
査
結
果
報
告
（
指
摘

）
へ
の
対
応
 

 
監
査
の
テ
ー
マ

 

債
権
（
県
税
に
係
る
も
の
を
除
く
。）

の
管
理
に
関
す
る
財
務
事
務
の
執
行
に
つ
い
て

 

担
当
部
・
課

 

総
務
部
行
政
経
営
課

 

１
 
指
摘
の
概
要

 
 
 
 
外
部
監
査
人
作
成
の
監
査
結
果

 
 
 
 
報
告
書
の
概
要

 

２
 
短
期
・

 
 
中
長
期
の

 
 
区
分

 

３
 
指
摘
に
つ
い
て
の
整
理
検
討
内
容

 
 
 
 
〇
指
摘
に
係
る
事
実
関
係
等

 
 
 
 
〇
問
題
点
の
整
理
等

 

４
 
指
摘
に
基
づ
く
措
置
等

 

Ⅲ
 
監
査
の
結
果
（
総
括
）

 
第

８
 

債
権

管
理

全
般

に
共

通
す

る
監

査
結

果
 

２
 
債
務
者
・
連
帯
保
証
人
関
係

 
（
６
）

 連
帯
保

証
人
に
対
す
る
対
応
 

 
連
帯
保
証
人
が
付
さ
れ
た
債
権
に
つ
い
て
、

債
務
者
本
人
が
履
行
し
な
い
場
合
に
は
、
速
や

か
に

連
帯

保
証

人
へ

の
請

求
を

し
な

け
れ

ば

な
ら
な
い
。

 
 
ま
た
、
上
記
（
１
）
か
ら
（
５
）
（
※
）

ま

で
に
つ
い
て
は
、
連
帯
保
証
人
に
つ
い
て
も
同

様
で
あ
る
。

 
 ※
 

(
１
)
 債

務
者
に

対
す
る
督
促
手
続
の
遅
延
 

履
行
期
限
（
納
期
限
）
ま
で
に
履
行
（
納
付
）

さ
れ
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
債
務
者
に
対
し
て

期
日

を
指

定
し

て
督

促
し

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。
 

(２
) 
債
務
者
に
対
す
る
催
告
手
続
の
遅
延

 
督

促
指

定
期

日
ま

で
に

納
付

さ
れ

な
か

っ

た
場
合
に
は
、
債
務
者
に
対
し
て
適
時
的
確
に

催
告
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
(３

) 
債
務
者
の
状
況
捕
捉

 
債
務
者
に
対
し
て
、
債
権
管
理
上
必
要
な
情

報
提

供
を

適
時

的
確

に
求

め
る

こ
と

が
必

要

で
あ
る
。

 

   
短
期

 

   ○
指
摘
に
係
る
事
実
関
係
等

 
「
債
権
管
理
の
基
本
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
、
連
帯
保
証

人
を
設
定
し
て
い
る
場
合
は
、
債
務
者
へ
の
催
告

と
同
時
に

連
帯
保
証
人
に
対
す
る
請
求
を
行
う
こ
と
と
し
て

い
る
。

 
し
か
し
、
連
帯
保
証
人
が
付
さ
れ
て
い
る
債
権
に
つ
い
て

も
、
債
務
者
本
人
か
ら
、
連
帯
保
証
人
に
対
す
る

請
求
を
拒

絶
さ
れ
た
り
、
ま
た
、
連
帯
保
証
人
に
対
す
る
請

求
を
さ
せ

な
い

た
め

に
少

額
の

分
割

納
付

を
行

っ
て

い
る

ケ
ー

ス
も

見
受
け
ら
れ
た
。

 
 

○
問
題
点
の
整
理
等

 
連
帯
保
証
人
は
通
常
の
保
証
人
と
違
い
、
検
索
の
抗
弁
権

と
催
告
の
抗
弁
権
が
な
い
た
め
、
債
務
者
と
同
等
に
支
払
い

の
義
務
を
負
っ
て
お
り
、
債
務
者
本
人
か
ら
の
履

行
の
見
込

み
が
立
た
な
い
場
合
に
は
、
速
や
か
に
連
帯
保
証
人
に
対
し

て
請
求
す
る
必
要
が
あ
る
。
 

   
連

帯
保

証
人

は
主

債
務

者
と
連

帯
し

て
債

務
を

履

行
す

る
義

務
が

あ
る

た
め

、
主

債
務

者
に

対
し

督
促

を
行

い
、

督
促

に
お

け
る

指
定

納
期

限
ま

で
に

履
行

が
な

い
場

合
は

、
速

や
か

に
連

帯
保

証
人

に
対

し
請

求
を
行
う
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。
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(４
) 
債
務
者
が
所
在
不
明
の
場
合

 
所

管
課

に
あ

っ
て

は
債

務
者

が
所

在
不

明

と
な
る
こ
と
が
あ
り
得
る
と
の
認
識
で
、
適
時

的
確
な
債
権
管
理
を
実
施
さ
れ
た
い
。

 
(５

) 
債
務
者
が
死
亡
し
た
場
合

 
債
務
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
は
、
相
続
人
関

係
図
を
作
成
し
、
相
続
人
を
正
確
に
把
握
す
る

と
と

も
に

、
相

続
放

棄
を

し
た

場
合

に
は

、

「
相
続
放
棄
申
述
受
理
証
明
書
」
の
提
出
を
求

め
ら
れ
た
い
。

 

         

-
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【
様
式
１
】

 
 
令
和
３
年
度
包
括
外
部
監
査
結
果
報
告
（
指
摘

）
へ
の
対
応
 

 
監
査
の
テ
ー
マ

 

債
権
（
県
税
に
係
る
も
の
を
除
く
。）

の
管
理
に
関
す
る
財
務
事
務
の
執
行
に
つ
い
て

 

担
当
部
・
課

 

総
務
部
行
政
経
営
課

 

１
 
指
摘
の
概
要

 
 
 
 
外
部
監
査
人
作
成
の
監
査
結
果

 
 
 
 
報
告
書
の
概
要

 

２
 
短
期
・

 
 
中
長
期
の

 
 
区
分

 

３
 
指
摘
に
つ
い
て
の
整
理
検
討
内
容

 
 
 
 
〇
指
摘
に
係
る
事
実
関
係
等

 
 
 
 
〇
問
題
点
の
整
理
等

 

４
 
指
摘
に
基
づ
く
措
置
等

 

Ⅲ
 
監
査
の
結
果
（
総
括
）

 
第

４
 

遅
延

損
害

金
及

び
違

約
金

の
取

扱
い

に
つ
い
て

 
３
 
遅
延
損
害
金
・
違
約
金
の
取
扱
い
上
の
問

題
点

 
 
遅
延
損
害
金
及
び
違
約
金
に
つ
い
て
は
、
適

時
的
確
に
調
定
し
、
債
務
者
に
請
求
す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
り
、
所
管
課
に
お
け
る
弾
力
的
運

用
は
、
適
正
に
債
務
の
履
行
を
し
た
債
務
者
と

の
公

平
性

を
欠

く
取

扱
い

で
あ

る
こ

と
を

認

識
す
べ
き
で
あ
る
。

 
そ
の
た
め
、
各
所
管
課
に
お
け
る
個
々
の
債

権
ご
と
に
遅
延
損
害
金
、
違
約
金
の
有
無
、
そ

の
取

扱
い

等
に

つ
い

て
の

実
態

調
査

を
実

施

の
上
、
債
権
回
収
に
お
け
る
元
本
回
収
優
先
の

あ
り
方
や
、
債
権
の
種
類
に
応
じ
た
遅
延
損
害

金
の

法
的

発
生

時
点

の
認

識
な

ど
の

法
的

課

題
を
検
証
し
て
取
扱
い
を
明
確
化
し
、
全
庁
的

に
統
一
さ
れ
た
取
扱
い
を
す
べ
き
で
あ
る
。

 

   
短
期

 

   ○
指
摘
に
係
る
事
実
関
係
等

 
公
債
権
に
つ
い
て
は
、
期
限
ま
で
に
納
付
さ
れ
な
い
と
き

は
、

茨
城

県
税

外
収

入
金

の
延

滞
金

徴
収

条
例

に
基

づ
き

 
納

期
限

の
翌

日
か

ら
納

付
の

日
ま

で
の

期
間

の
日

数
に

応

じ
延
滞
金
を
徴
収
す
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
私
債
権
に
つ

い
て
は
、
履
行
期
限
ま
で
に
履
行
さ
れ
な
い
と
き
は
民
法
に

基
づ

き
遅

延
損

害
金

を
徴

収
す

る
こ

と
が

で
き

る
こ

と
と

な
っ
て
い
る
が
、
適
切
に
徴
収
さ
れ
て
い
な
い
事
例
が
見
受

け
ら
れ
た
。

 
 
ま
た
、
遅
延
損
害
金
の
調
定
に
つ
い
て
、
元
本
の
完
済
時

に
お

い
て

調
定

・
請

求
す

る
取

扱
い

が
多

く
見

受
け

ら
れ

た
。

 
 ○
問
題
点
の
整
理
等

 
期
限
内
に
返
済
し
た
者
と
の
公
平
性
の
観
点
か
ら
、
延
滞

金
等
は
適
切
に
徴
収
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
 
ま
た
、
延
滞
金
及
び
遅
延
損
害
金
に
つ
い
て
は
、
債
権
回

収
に
お
け
る
元
本
優
先
の
あ
り
方
等
、
全
庁
的
な
取
り
扱
い

を
整
理
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

   
延

滞
金

及
び

遅
延

損
害

金
（
以

下
「

延
滞

金
等

」

と
い
う
。）

に
つ
い
て
は
、
法
令
等
の
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ

り
適

切
に

徴
収

す
る

と
と

も
に

、
債

務
者

等
に

お
い

て
元

本
と

延
滞

金
等

が
あ

る
場

合
に

は
、

納
付

金
額

が
元

本
の

額
に

達
す

る
ま

で
は

元
本

に
充

て
ら

れ
た

も
の

と
し

、
延

滞
金

等
に

つ
い

て
は

元
本

完
済

後
に
速
や
か
に
請
求
す
る
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。 
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【
様
式
１
】

 
 
令
和
３
年
度
包
括
外
部
監
査
結
果
報
告
（
指
摘

）
へ
の
対
応
 

 
監
査
の
テ
ー
マ

 

債
権
（
県
税
に
係
る
も
の
を
除
く
。）

の
管
理
に
関
す
る
財
務
事
務
の
執
行
に
つ
い
て

 

担
当
部
・
課

 

総
務
部
行
政
経
営
課

 

１
 
指
摘
の
概
要

 
 
 
 
外
部
監
査
人
作
成
の
監
査
結
果

 
 
 
 
報
告
書
の
概
要

 

２
 
短
期
・

 
 
中
長
期
の

 
 
区
分

 

３
 
指
摘
に
つ
い
て
の
整
理
検
討
内
容

 
 
 
 
〇
指
摘
に
係
る
事
実
関
係
等

 
 
 
 
〇
問
題
点
の
整
理
等

 

４
 
指
摘
に
基
づ
く
措
置
等

 

Ⅲ
 
監
査
の
結
果
（
総
括
）

 
第

８
 

債
権

管
理

全
般

に
共

通
す

る
監

査
結

果
 

２
 
債
務
者
・
連
帯
保
証
人
関
係

 
（
７
）

 分
割
納

付
に
つ
い
て

 
分
割
納
付
に
つ
い
て
は
、
法
的
根
拠
が
な
い

こ
と
か
ら
、
滞
納
初
期
の
段
階
に
お
け
る
短
期

間
に

限
っ

て
利

用
す

る
な

ど
安

易
に

適
用

し

な
い
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

   
短
期

 

   ○
指
摘
に
係
る
事
実
関
係
等

 
法

的
根

拠
の

な
い

と
さ

れ
る

納
付

誓
約

書
に

よ
る

分
割

納
付
を
認
め
て
い
る
事
例
が
見
受
け
ら
れ
た
。

 
 

○
問
題
点
の
整
理
等

 
地
方
公
共
団
体
が
保
有
す
る
債
権
に
つ
い
て
、
滞
納
と
な

っ
て
い
る
債
権
を
分
割
し
て
納
付
さ
せ
た
り
、
各
弁
済
期
の

償
還
金
を
減
額
し
た
り
す
る
場
合
は
、
本
来
、
法

令
に
従
っ

て
元
々
の
納
期
限
を
変
更
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

   
地

方
公

共
団

体
が

保
有

す
る
債

権
に

つ
い

て
、

滞

納
と

な
っ

て
い

る
債

権
を

分
割

し
て

納
付

さ
せ

た

り
、

各
弁

済
期

の
償

還
金

を
減

額
し

た
り

す
る

場
合

は
、

本
来

、
法

令
に

従
っ

て
元

々
の

納
期

限
を

変
更

す
る

必
要

が
あ

る
こ

と
か

ら
、

法
令

に
基

づ
か

な
い

任
意

の
分

割
納

付
は

行
わ

な
い

よ
う

、
庁

内
に

周
知

し
た
。
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【
様
式
２
】

 
 
令
和
３
年
度
包
括
外
部
監
査
結
果
報
告
（
意
見

）
へ
の
対
応

 
 

監
査
の
テ
ー
マ

 

債
権
（
県
税
に
係
る
も
の
を
除
く
。）

の
管
理
に
関
す
る
財
務
事
務
の
執
行
に
つ
い
て

 

担
当
部
・
課

 

総
務
部
行
政
経
営
課

 

１
 
意
見
の
概
要

 
 
 
 
外
部
監
査
人
作
成
の
監
査
結
果

 
 
 
 
報
告
書
の
概
要

 

２
 
短
期
・

 
 
中
長
期
の

 
 
区
分

 

３
 
意
見
に
つ
い
て
の
整
理
検
討
内
容

 
 
 
 
〇
意
見
に
係
る
事
実
関
係
等

 
 
 
 
〇
問
題
点
の
整
理
等

 

４
 
意
見
へ
の
対
応

 

Ⅲ
 
監
査
の
結
果
（
総
括
）

 
第
１
 
「
債
権
管
理
の
基
本
に
つ
い
て
」
の
改

定
に
つ
い
て

 
４
 
「
債
権
管
理

の
基
本
に
つ
い
て
」
の
改
定

の
必
要
性

 
現
行
の
「
債
権
管
理
の
基
本
に
つ
い
て
」
は
、

最
終
改
定
が
平
成

2
6
年
９
月
で
あ
る
こ
と
か

ら
、
民
法
の
改
正
事
項
を
織
り
込
ん
だ
も
の
で

は
な
く
、
記
載
事
項
の
改
定
が
必
要
で
あ
る
。
 

 

ま
た
、
債
権
管
理
の
担
当
者
に
と
っ
て
債
権
管

理
を
体
系
的
に
理
解
で
き
る
よ
う
に
、
基
本
的

事
項
、
必
要
な
書
式
、
具
体
的
課
題
等
を
含
ん

だ
内
容
へ
の
見
直
し
を
検
討
さ
れ
た
い
。

 

   
短
期

 

   〇
意
見
に
係
る
事
実
関
係
等
 

「
債
権
管
理
の
基
本
に
つ
い
て
」
は
、
平
成

2
1 
年
に
策

定
し
、
そ
の
後
平
成

2
5
 年

３
月
、
平
成

26
年
９
月
に
一
部

改
定
を
実
施
し
て
い
る
。
 

債
権

管
理

の
適

正
化

の
た

め
の

具
体

的
取

組
方

策
に

つ

い
て
基
本
的
事
項
を
記
載
し
た
も
の
で
あ
り
、
債

権
管
理
の

担
当
者
が
取
り
組
む
べ
き
手
続
を
網
羅
し
て
い
る

。
 

 〇
問
題
点
の
整
理
等

 
 
「
債
権
管
理
の
基
本
に
つ
い
て
」
は
、
債
権
管
理
の
適
正

化
の

た
め

の
具

体
的

取
組

方
策

に
つ

い
て

基
本

的
事

項
を

記
載
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
初
歩
的
（
基
本
的
）
事
項
の
記

載
は
必
ず
し
も
十
分
と
は
言
え
な
い
も
の
と
な
っ

て
い
る
。

 
 
ま
た
、
平
成

2
9
年
の
民
法
改
正
の
改
正
事
項
に
は
、
現

行
の

債
権

管
理

の
見

直
し

を
求

め
る

内
容

を
含

ん
で

い
る

こ
と
か
ら
、
記
載
事
項
を
改
定
す
る
必
要
が
あ
る

。
 

   
民

法
の

改
正

等
を

踏
ま

え
、
「

債
権

管
理

の
基

本

に
つ

い
て

」
を

全
面

改
定

し
、

債
権

管
理

に
関

す
る

事
務

の
処

理
に

つ
い

て
の

基
本

的
事

項
や

一
般

的
な

事
務

処
理

、
必

要
な

書
式

等
を

定
め

た
「

茨
城

県
債

権
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
を

令
和

４
年

３
月

に
策

定
し

た
。
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【
様
式
２
】

 
 
令
和
３
年
度
包
括
外
部
監
査
結
果
報
告
（
意
見

）
へ
の
対
応

 
 

監
査
の
テ
ー
マ

 

債
権
（
県
税
に
係
る
も
の
を
除
く
。）

の
管
理
に
関
す
る
財
務
事
務
の
執
行
に
つ
い
て

 

担
当
部
・
課

 

総
務
部
行
政
経
営
課

 

１
 
意
見
の
概
要

 
 
 
 
外
部
監
査
人
作
成
の
監
査
結
果

 
 
 
 
報
告
書
の
概
要

 

２
 
短
期
・

 
 
中
長
期
の

 
 
区
分

 

３
 
意
見
に
つ
い
て
の
整
理
検
討
内
容

 
 
 
 
〇
意
見
に
係
る
事
実
関
係
等

 
 
 
 
〇
問
題
点
の
整
理
等

 

４
 
意
見
へ
の
対
応

 

Ⅲ
 
監
査
の
結
果
（
総
括
）

 
第
３
 
所
管
課
に
お
け
る
債
権
回
収
の
限
界

 
４
 
県
に
お
け
る
認
識
の
見
直
し

 
債

務
者

が
県

へ
の

支
払

い
を

す
る

こ
と

な

く
他

の
債

権
者

へ
の

支
払

を
優

先
し

て
い

る

実
態
、
弁
護
士
法
人
が
督
促
し
た
場
合
の
良
好

な
回
収
状
況
等
を
勘
案
す
る
と
、
所
管
課
に
お

け
る

延
滞

債
権

の
回

収
可

能
性

の
判

断
に

は

甘
さ
が
あ
り
、
債
務
者
の
実
態
を
的
確
に
把
握

で
き
て
い
な
い
事
案
も
あ
る
こ
と
が
わ
か
る
。
 

所
管

課
の

債
務

者
に

対
す

る
支

払
い

能
力

の
判
断
は
、
必
ず
し
も
実
態
を
反
映
し
て
い
な

い
場

合
も

あ
る

と
の

認
識

を
持

つ
こ

と
が

重

要
で

あ
り

、
所

管
課

は
所

定
の

回
収

手
続

を

粛
々
と
実
施
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

 
 

短
期

 

  〇
意
見
に
係
る
事
実
関
係
等

 
債

務
者

の
立

場
か

ら
す

る
と

県
が

法
的

措
置

に
移

行
す

る
可
能
性
は
低
い
と
判
断
し
、
他
の
債
務
を
優
先

的
に
返
済

し
た

方
が

良
い

と
の

考
え

を
持

っ
て

い
る

こ
と

は
否

定
で

き
ず
、
金
融
機
関
の
住
宅
ロ
ー
ン
に
つ
い
て
は
、
遅
延
な
く

返
済
を
実
施
し
て
い
る
が
、
県
の
債
務
に
つ
い
て
は
支
払
い

が
な
さ
れ
て
い
な
い
事
案
も
あ
っ
た
。

 
 〇
問
題
点
の
整
理
等

 
所
管
課
の
債
務
者
に
対
す
る
支
払
い
能
力
の
判
断
は
、
必

ず
し

も
実

態
を

反
映

し
て

い
な

い
場

合
も

あ
る

と
の

認
識

を
持
ち
、
所
管
課
に
所
定
の
回
収
手
続
を
粛
々
と
実
施
さ
せ

る
必
要
が
あ
る
。

 

 
 

 
債

務
者

の
支

払
能

力
に

つ
い
て

は
、

資
力

の
状

況

が
分

か
る

資
料

（
確

定
申

告
書

の
写

し
や

源
泉

徴
収

票
等

）
を

提
出

さ
せ

る
な

ど
し

て
、

可
能

な
限

り
客

観
的

に
債

務
者

の
実

態
を

的
確

に
把

握
し

た
上

で
判

断
す
る
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

 

 

-
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共
通
事
項

指
摘

意
見

短
期

中
長

期

5
1
4

1
9

0

Ⅲ
　
監
査

の
結

果
（

総
括

）

第
１
　
「

債
権

管
理

の
基

本
に

つ
い

て
」

の
改

定
に

つ
い

て

４
　
「
債

権
管

理
の

基
本

に
つ

い
て

」
の

改
定

の
必

要
性

1

【
意
　
見

】
　
現
行
の

「
債

権
管

理
の

基
本

に
つ

い
て

」
は

、
最

終
改

定
が

平
成

2
6
年

９
月

で
あ

る
こ
と
か
ら

、
民

法
の

改
正

事
項

を
織

り
込

ん
だ

も
の

で
は

な
く

、
記

載
事

項
の

改
定

が
必
要
で
あ

る
。

ま
た

、
債

権
管

理
の

担
当

者
に

と
っ

て
債

権
管

理
を

体
系

的
に

理
解

で
き
る
よ
う

に
、

基
本

的
事

項
、

必
要

な
書

式
、

具
体

的
課

題
等

を
含

ん
だ

内
容

へ
の

見
直
し
を
検

討
さ

れ
た

い
。

（
例

え
ば

、
「

債
権

管
理

必
携

」
）

○
○

　
民

法
の

改
正

等
を

踏
ま
え
、
「
債
権
管
理
の
基
本
に
つ
い
て
」
を
全
面
改
定
し
、
債

権
管

理
に

関
す

る
事

務
の
処
理
に
つ
い
て
の
基
本
的
事
項
や
一
般
的
な
事
務
処
理
、
必

要
な

書
式

等
を

定
め

た
「
茨
城
県
債
権
管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
を
令
和
４
年
３
月
に
策
定

し
た

。
行
政
経
営
課

3
9

第
２
　
債

権
管

理
条

例
の

必
要

性

４
　
茨
城

県
に

お
け

る
「

債
権

管
理

に
関

す
る

条
例

」
制

定
の

検
討

に
つ

い
て

2

【
意
　
見

】
　
債
権
管

理
で

異
な

る
取

扱
い

等
に

対
し

て
統

一
的

な
基

準
を

定
め

、
滞

納
者

に
対

し
て
適
切
な

対
応

を
行

う
こ

と
で

、
債

権
管

理
の

適
正

化
や

、
公

平
性

の
確

保
、

ま
た

、
安

定
し

た
歳

入
の

確
保

と
い

っ
た

効
果

を
目

的
と

し
て

条
例

の
制

定
を

検
討

さ
れ

た
い
。

○
○

　
今

年
3
月

に
、

包
括
外
部
監
査
の
結
果
を
踏
ま
え
た
対
応
方
針
の
庁
内
へ
の
通
知
や

債
権

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
の
策
定
を
し
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
本
県
に
お
け
る
債
権
管
理

の
状

況
等

を
踏

ま
え

な
が
ら
、
条
例
の
制
定
に
つ
い
て
検
討
し
て
い
く
こ
と
と
し
た
。

行
政
経
営
課

4
2

第
３
　
所

管
課

に
お

け
る

債
権

回
収

の
限

界

２
　
弁
護

士
法

人
へ

の
債

権
回

収
の

委
託

3

【
意
　
見

】
　
時
間
の

経
過

と
と

も
に

債
権

回
収

の
困

難
性

は
高

ま
る

傾
向

に
あ

る
こ

と
か

ら
、

費
用
対
効
果

を
検

討
の

上
、

弁
護

士
又

は
弁

護
士

法
人

へ
の

債
権

回
収

の
委

託
を

よ
り

進
め
ら
れ
た

い
。

○
○

　
弁

護
士

法
人

等
へ

の
債
権
回
収
の
委
託
に
つ
い
て
、
取
り
扱
う
債
権
の
種
類
を
拡
大

す
る

な
ど

今
後

も
積

極
的
に
進
め
て
い
く
こ
と
と
し
た
。

行
政
経
営
課

4
4

４
　
県
に

お
け

る
認

識
の

見
直

し

4

【
意
　
見

】
　
債
務
者

が
県

へ
の

支
払

い
を

す
る

こ
と

な
く

他
の

債
権

者
へ

の
支

払
を

優
先

し
て

い
る
実
態
、

弁
護

士
法

人
が

督
促

し
た

場
合

の
良

好
な

回
収

状
況

等
を

勘
案

す
る

と
、

所
管
課
に
お

け
る

延
滞

債
権

の
回

収
可

能
性

の
判

断
に

は
甘

さ
が

あ
り

、
債

務
者

の
実

態
を
的
確
に

把
握

で
き

て
い

な
い

事
案

も
あ

る
こ

と
が

わ
か

る
。

　
所
管
課

の
債

務
者

に
対

す
る

支
払

い
能

力
の

判
断

は
、

必
ず

し
も

実
態

を
反

映
し

て
い
な
い
場

合
も

あ
る

と
の

認
識

を
持

つ
こ

と
が

重
要

で
あ

り
、

所
管

課
は

所
定

の
回

収
手
続
を
粛

々
と

実
施

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。

○
○

　
債

務
者

の
支

払
能

力
に
つ
い
て
は
、
資
力
の
状
況
が
分
か
る
資
料
（
確
定
申
告
書
の

写
し

や
源

泉
徴

収
票

等
）
を
提
出
さ
せ
る
な
ど
し
て
、
可
能
な
限
り
客
観
的
に
債
務
者

の
実

態
を

的
確

に
把

握
し
た
上
で
判
断
す
る
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

4
4

第
４
　
遅

延
損

害
金

及
び

違
約

金
の

取
扱

い
に

つ
い

て

３
　
遅
延

損
害

金
・

違
約

金
の

取
扱

い
上

の
問

題
点

5

【
指
　
摘

】
　
遅
延
損

害
金

及
び

違
約

金
に

つ
い

て
は

、
適

時
的

確
に

調
定

し
、

債
務

者
に

請
求

す
る
こ
と
が

必
要

で
あ

り
、

所
管

課
に

お
け

る
弾

力
的

運
用

は
、

適
正

に
債

務
の

履
行

を
し
た
債
務

者
と

の
公

平
性

を
欠

く
取

扱
い

で
あ

る
こ

と
を

認
識

す
べ

き
で

あ
る

。
そ

の
た
め
、
各

所
管

課
に

お
け

る
個

々
の

債
権

ご
と

に
遅

延
損

害
金

、
違

約
金

の
有

無
、

そ
の
取
扱
い

等
に

つ
い

て
の

実
態

調
査

を
実

施
の

上
、

債
権

回
収

に
お

け
る

元
本

回
収

優
先
の
あ
り

方
や

、
債

権
の

種
類

に
応

じ
た

遅
延

損
害

金
の

法
的

発
生

時
点

の
認

識
な

ど
の
法
的
課

題
を

検
証

し
て

取
扱

い
を

明
確

化
し

、
全

庁
的

に
統

一
さ

れ
た

取
扱

い
を

す
べ
き
で
あ

る
。

○
○

　
延

滞
金

及
び

遅
延

損
害
金
（
以
下
「
延
滞
金
等
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
法
令

等
の

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ
り
適
切
に
徴
収
す
る
と
と
も
に
、
債
務
者
等
に
お
い
て
元
本

と
延

滞
金

等
が

あ
る

場
合
に
は
、
納
付
金
額
が
元
本
の
額
に
達
す
る
ま
で
は
元
本
に
充

て
ら

れ
た

も
の

と
し

、
延
滞
金
等
に
つ
い
て
は
元
本
完
済
後
に
速
や
か
に
請
求
す
る
よ

う
、

庁
内

に
周

知
し

た
。

行
政
経
営
課

4
5

令
和

３
年

度
包

括
外

部
監

査
結

果
等

へ
の

対
応

に
つ

い
て

（
総
括
表
）

指
摘

・
意

見
の

内
容

監
査

結
果

対
応

措
置

等

指
摘
・
意
見
に
基
づ
く
措
置
等

担
当
課
所

報
告
書

の
ペ
ー
ジ

-
 1

2
 -



共
通
事
項

指
摘

意
見

短
期

中
長

期

5
1
4

1
9

0

令
和

３
年

度
包

括
外

部
監

査
結

果
等

へ
の

対
応

に
つ

い
て

（
総
括
表
）

指
摘

・
意

見
の

内
容

監
査

結
果

対
応

措
置

等

指
摘
・
意
見
に
基
づ
く
措
置
等

担
当
課
所

報
告
書

の
ペ
ー
ジ

第
６
　
未

収
債

権
対

策
チ

ー
ム

に
つ

い
て

１
　
未
収

債
権

対
策

チ
ー

ム
に

対
す

る
ヒ

ア
リ

ン
グ

(
３

)
 
債

権
回

収
業

者
に

委
託

さ
れ

て
い

る
債

権
に

つ
い

て

6

【
意
　
見

】
　
地
方
公

営
企

業
法

の
制

約
は

あ
る

が
、

債
権

回
収

業
者

の
実

績
等

に
つ

い
て

の
情

報
を
共
有
す

る
な

ど
、

連
携

し
て

債
権

管
理

に
努

め
ら

れ
た

い
。

○
○

　
ヒ

ア
リ

ン
グ

の
機

会
等
を
通
じ
て
、
債
権
回
収
業
者
の
実
績
等
に
つ
い
て
の
情
報
を

共
有

す
る

等
、

連
携

し
て
債
権
管
理
に
努
め
て
い
く
こ
と
と
し
た
。

行
政
経
営
課

5
1

(
４

)
 
一

番
町

綜
合

法
律

事
務

所
に

委
託

す
る

基
準

に
つ

い
て

7

【
意
　
見

】
　
債
権
回

収
業

者
の

実
績

か
ら

判
断

し
て

、
所

管
課

が
自

ら
回

収
を

行
う

よ
り

も
外

部
へ
委
託
し

た
方

が
経

済
的

合
理

性
が

高
い

と
考

え
ら

れ
る

場
合

に
は

、
必

要
に

応
じ

て
適
宜
委
託

基
準

を
見

直
す

な
ど

弾
力

的
運

用
を

図
ら

れ
た

い
。

○
○

　
委

託
基

準
に

該
当

し
な
い
債
権
の
委
託
に
つ
い
て
も
委
託
先
と
協
議
を
行
い
、
必
要

に
応

じ
て

委
託

基
準

を
見
直
し
て
い
く
こ
と
と
し
た
。

行
政
経
営
課

5
1

(
５

)
 
ニ

ッ
テ

レ
債

権
回

収
株

式
会

社
へ

の
債

権
回

収
委

託
に

つ
い

て

8

【
意
　
見

】
　
弁
護
士

又
は

弁
護

士
法

人
に

委
託

し
た

場
合

、
民

間
営

利
企

業
に

委
託

し
た

場
合

と
委
託
す
る

債
権

回
収

業
者

の
違

い
よ

っ
て

、
債

権
回

収
額

、
回

収
割

合
等

に
差

異
が

あ
る
か
、
ま

た
、

コ
ス

ト
パ

フ
ォ

ー
マ

ン
ス

を
比

較
検

証
す

る
こ

と
は

、
今

後
の

債
権

回
収
業
者
選

定
に

役
立

つ
も

の
で

あ
る

こ
と

か
ら

検
討

さ
れ

た
い

。

○
○

　
今

後
、

弁
護

士
法

人
や
民
間
営
利
企
業
な
ど
委
託
す
る
債
権
回
収
業
者
の
違
い
に
よ

る
コ

ス
ト

パ
フ

ォ
ー

マ
ン
ス
等
を
比
較
検
証
し
な
が
ら
業
者
選
定
を
行
っ
て
い
く
こ
と

と
し

た
。

行
政
経
営
課

5
1

(
９

)
 
未

収
債

権
対

策
チ

ー
ム

主
催

の
連

絡
会

議
・

研
修

会
等

に
つ

い
て

9

【
意
　
見

】
　
引
き
続

き
所

管
課

に
お

け
る

担
当

者
の

レ
ベ

ル
ア

ッ
プ

の
た

め
の

研
修

会
、

各
所

管
課
に
お
け

る
債

権
管

理
の

情
報

共
有

を
図

る
た

め
の

連
絡

会
議

を
定

期
的

に
実

施
さ

れ
た
い
。

○
○

　
引

き
続

き
、

債
権

管
理
の
情
報
共
有
を
図
る
た
め
の
連
絡
会
議
や
担
当
者
の
レ
ベ
ル

ア
ッ

プ
の

た
め

の
研

修
会
を
定
期
的
に
実
施
し
て
い
く
こ
と
と
し
た
。

　
な

お
、

令
和

４
年

度
に
お
い
て
も
、
未
収
債
権
対
策
連
絡
会
議
を
４
月
に
、
未
収
債

権
回

収
強

化
検

討
会

（
研
修
会
）
を
５
月
に
開
催
し
た
。

行
政
経
営
課

5
3

２
　
未
収

債
権

対
策

チ
ー

ム
の

存
在

意
義

1
0

【
意
　
見

】
　
未
収
債

権
対

策
チ

ー
ム

の
設

置
目

的
を

よ
り

ス
ム

ー
ズ

に
実

現
で

き
る

よ
う

に
、

必
要
に
応
じ

弁
護

士
と

の
連

携
を

図
る

な
ど

業
務

態
勢

の
充

実
を

図
ら

れ
た

い
。

○
○

　
今

年
度

、
よ

り
一

層
全
庁
的
な
未
収
債
権
対
策
を
推
進
す
る
た
め
、
業
務
を
行
政
経

営
課

に
移

管
す

る
と

と
も
に
、
未
収
債
権
対
策
監
を
設
置
し
、
引
き
続
き
、
委
託
先
の

弁
護

士
や

県
の

顧
問

弁
護
士
等
と
の
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
未
収
債
権
対
策
に
取
り
組

ん
で

い
く

こ
と

と
し

た
。

行
政
経
営
課

5
4

第
７
　
債

権
回

収
の

専
担

部
署

に
つ

い
て

２
　
債
権

回
収

の
専

担
部

署
の

設
置

1
1

【
意
　
見

】
　
所
管
課

に
対

す
る

未
収

債
権

対
策

チ
ー

ム
の

指
導

の
み

で
は

債
権

回
収

状
況

が
不

十
分
と
判
断

さ
れ

た
と

き
に

は
、

茨
城

租
税

債
権

管
理

機
構

を
参

考
と

し
て

、
外

部
か

ら
人
材
登
用

を
含

め
た

エ
キ

ス
パ

ー
ト

部
隊

を
編

成
し

、
債

権
回

収
の

た
め

の
専

担
部

署
の
設
置
を

検
討

す
る

こ
と

も
必

要
で

あ
る

。

○
○

　
今

年
度

、
よ

り
一

層
全
庁
的
な
未
収
債
権
対
策
を
推
進
す
る
た
め
、
業
務
を
行
政
経

営
課

に
移

管
す

る
と

と
も
に
、
未
収
債
権
対
策
監
を
設
置
し
、
引
き
続
き
、
委
託
先
の

弁
護

士
や

県
の

顧
問

弁
護
士
等
と
の
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
未
収
債
権
対
策
に
取
り
組

ん
で

い
く

が
、

債
権

回
収
状
況
が
不
十
分
な
場
合
に
は
、
専
門
部
署
の
設
置
に
つ
い
て

検
討

し
て

い
く

こ
と

と
し
た
。

行
政
経
営
課

5
5

第
８
　
債

権
管

理
全

般
に

共
通

す
る

監
査

結
果

１
　
債
権

管
理

期
間

が
長

期
間

に
な

っ
て

い
る

債
権

1
2

【
意
　
見

】
　
原
始
証

ひ
ょ

う
、

関
係

資
料

等
は

、
債

権
管

理
簿

と
一

体
的

に
保

管
・

管
理

す
る

こ
と
が
適
当

で
あ

る
。

○
○

　
貸

付
申

請
書

や
貸

付
決
定
書
、
金
銭
消
費
貸
借
契
約
書
、
保
証
書
・
保
証
意
思
確
認

書
類

、
債

務
承

認
書

等
、
債
権
管
理
に
必
要
な
関
係
資
料
に
つ
い
て
は
、
適
切
に
整
理

し
一

体
的

に
保

存
す

る
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

5
6

-
 1

3
 -



共
通
事
項

指
摘

意
見

短
期

中
長

期

5
1
4

1
9

0

令
和

３
年

度
包

括
外

部
監

査
結

果
等

へ
の

対
応

に
つ

い
て

（
総
括
表
）

指
摘

・
意

見
の

内
容

監
査

結
果

対
応

措
置

等

指
摘
・
意
見
に
基
づ
く
措
置
等

担
当
課
所

報
告
書

の
ペ
ー
ジ

２
　
債
務

者
・

連
帯

保
証

人
関

係
(
１

)
 
債

務
者

に
対

す
る

督
促

手
続

の
遅

延

1
3

【
指
　
摘

】
　
履
行
期

限
（

納
期

限
）

ま
で

に
履

行
（

納
付

）
さ

れ
な

か
っ

た
場

合
に

は
、

債
務

者
に
対
し
て

期
日

を
指

定
し

て
督

促
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
○

○

　
納

期
限

ま
で

に
納

入
が
な
い
場
合
は
、
茨
城
県
財
務
規
則
に
基
づ
き
、
納
期
限
後

2
0
 
日

以
内

に
督

促
を

行
う
こ
と
、
ま
た
、
督
促
に
お
け
る
指
定
納
期
限
は
、
同
規
則

に
基

づ
き

、
督

促
発

付
の
日
か
ら
 
1
5
 
日
以
内
と
す
る
こ
と
等
に
よ
り
対
応
す
る
よ

う
、

庁
内

に
周

知
し

た
。

行
政
経
営
課

5
6

(
２

)
 
債

務
者

に
対

す
る

催
告

手
続

の
遅

延

1
4

【
指
　
摘

】
　
督
促
指

定
期

日
ま

で
に

納
付

さ
れ

な
か

っ
た

場
合

に
は

、
債

務
者

に
対

し
て

適
時

的
確
に
催
告

を
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
○

○

　
督

促
に

お
け

る
指

定
納
期
限
ま
で
に
履
行
が
な
い
場
合
は
、
督
促
発
付
後
１
カ
月
後

を
目

安
に

催
告

を
行

う
こ
と
、
ま
た
、
当
該
催
告
に
お
い
て
指
定
し
た
期
限
ま
で
に
履

行
さ

れ
な

い
場

合
は

、
速
や
か
に
財
産
調
査
及
び
滞
納
処
分
・
強
制
執
行
等
（
法
的
措

置
）

を
行

う
こ

と
に

よ
り
対
応
す
る
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

5
6

(
３

)
 
債

務
者

の
状

況
捕

捉

1
5

【
意
　
見

】
　
債
務
者

に
対

し
て

、
債

権
管

理
上

必
要

な
情

報
提

供
を

適
時

的
確

に
求

め
る

こ
と

が
必
要
で
あ

る
。

○
○

　
貸

付
金

等
、

債
権

の
発
生
か
ら
履
行
ま
で
に
一
定
の
期
間
が
あ
る
債
権
に
つ
い
て

は
、

債
務

者
の

状
況

を
随
時
把
握
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
、
特
に
、
高
額
な
債
権
に
つ

い
て

は
、

年
に

１
回

は
登
記
事
項
証
明
書
や
財
務
諸
表
、
税
務
申
告
書
の
写
し
等
の
提

出
を

求
め

る
こ

と
等

、
必
要
な
情
報
収
集
を
行
う
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

5
7

(
４

)
 
債

務
者

が
所

在
不

明
の

場
合

1
6

【
意
　
見

】
　
所
管
課

に
あ

っ
て

は
債

務
者

が
所

在
不

明
と

な
る

こ
と

が
あ

り
得

る
と

の
認

識
で

、
適
時
的
確

な
債

権
管

理
を

実
施

さ
れ

た
い

。
○

○

　
可

能
な

限
り

事
前

に
債
務
者
の
本
籍
地
を
把
握
し
て
お
く
と
と
も
に
、
債
務
者
等
と

連
絡

が
取

れ
な

く
な

っ
た
場
合
は
、
速
や
か
に
戸
籍
の
附
票
を
公
用
請
求
す
る
な
ど
し

て
転

出
先

の
住

所
地

の
確
認
を
行
う
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

5
7

(
５

)
 
債

務
者

が
死

亡
し

た
場

合

1
7

【
意
　
見

】
　
債
務
者

が
死

亡
し

た
場

合
に

は
、

相
続

人
関

係
図

を
作

成
し

、
相

続
人

を
正

確
に

把
握
す
る
と

と
も

に
、

相
続

放
棄

を
し

た
場

合
に

は
、

「
相

続
放

棄
申

述
受

理
証

明
書

」
の
提
出
を

求
め

ら
れ

た
い

。

○
○

　
債

務
者

等
が

死
亡

し
た
場
合
に
つ
い
て
は
、
速
や
か
に
相
続
人
調
査
を
実
施
し
、
相

続
人

関
係

図
を

作
成

の
う
え
、
法
定
相
続
人
を
把
握
す
る
と
と
も
に
、
相
続
人
が
相
続

放
棄

し
た

旨
の

主
張

を
し
て
い
る
場
合
に
は
、
相
続
放
棄
申
述
受
理
証
明
書
の
提
出
を

求
め

る
よ

う
、

庁
内

に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

5
8

(
６

)
 
連

帯
保

証
人

に
対

す
る

対
応

1
8

【
指
　
摘

】
連

帯
保

証
人

が
付

さ
れ

た
債

権
に

つ
い

て
、

債
務

者
本

人
が

履
行

し
な

い
場

合
に

は
、
速
や

か
に

連
帯

保
証

人
へ

の
請

求
を

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

　
ま
た
、

上
記

（
１

）
か

ら
（

５
）

ま
で

に
つ

い
て

は
、

連
帯

保
証

人
に

つ
い

て
も

同
様
で
あ
る

。

○
○

　
連

帯
保

証
人

は
主

債
務
者
と
連
帯
し
て
債
務
を
履
行
す
る
義
務
が
あ
る
た
め
、
主
債

務
者

に
対

し
督

促
を

行
い
、
督
促
に
お
け
る
指
定
納
期
限
ま
で
に
履
行
が
な
い
場
合

は
、

速
や

か
に

連
帯

保
証
人
に
対
し
請
求
を
行
う
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

5
8

(
７

)
 
分

割
納

付
に

つ
い

て

1
9

【
指
　
摘

】
　
分
割
納

付
に

つ
い

て
は

、
法

的
根

拠
が

な
い

こ
と

か
ら

、
滞

納
初

期
の

段
階

に
お

け
る
短
期
間

に
限

っ
て

利
用

す
る

な
ど

安
易

に
適

用
し

な
い

よ
う

に
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い
。

○
○

　
地

方
公

共
団

体
が

保
有
す
る
債
権
に
つ
い
て
、
滞
納
と
な
っ
て
い
る
債
権
を
分
割
し

て
納

付
さ

せ
た

り
、

各
弁
済
期
の
償
還
金
を
減
額
し
た
り
す
る
場
合
は
、
本
来
、
法
令

に
従

っ
て

元
々

の
納

期
限
を
変
更
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
法
令
に
基
づ
か
な
い

任
意

の
分

割
納

付
は

行
わ
な
い
よ
う
、
庁
内
に
周
知
し
た
。

行
政
経
営
課

5
9

5
1
4

1
9

0

-
 1

4
 -



総務企画委員会説明資料 

                            総務部管財課 

項  目  指定管理者の指定方針について 

 

１ 令和４年度指定手続予定施設と更新の考え方（別表一覧のとおり） 

 

  指定期間の満了により、令和５年度から指定管理者の指定を要す

る施設の指定方針については、施設のあり方を検討する等の必要が

あるため従前の管理団体による管理が適当な施設は非公募、その他

の施設は原則どおり公募により指定する。 

  

 ○ 更新する施設（11施設） 

    公募：６施設、非公募：５施設 

 

※更新等の考え方の詳細については、各施設所管の常任委員会で 

説明を行う。 

 

 

２ 今後のスケジュール（予定） 

   

年 月 事       項 

R4.6 

   7～ 

    9 

   11 

 R5.4 

第２回定例会において指定方針の報告(関係常任委員会) 

指定管理者候補の募集（２ヶ月程度） 

指定管理者候補の選定（選定委員会の開催） 

第４回定例会において指定管理者の指定の議決 

次期指定管理者による管理運営開始 
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＜別表一覧＞令和４年度指定手続予定施設と更新の考え方

 公募/非公募 期間

1 つくば創業プラザ (株)つくば研究支援センター 公募 ５年

2 那珂湊漁港（駐車場） (株)暁恒産 公募 ５年

3 那珂湊漁港（水門） 那珂湊漁業協同組合 公募 ５年

4 大洗マリーナ (株)茨城ポートオーソリティ 非公募 １年

5 赤塚公園 筑波都市整備（株） 公募 １年

6 港公園 神栖市 非公募 ３年

7 県西総合公園 筑西広域市町村圏事務組合 非公募 １年

8 笠間芸術の森公園 笠間市 非公募 １年

9 大子広域公園 大子町 公募 ５年

10 鹿島灘海浜公園 鉾田市 公募 ５年

11 北浦川緑地 取手市 非公募 ３年

更新の考え方
No 公の施設の名称 現在の指定管理者
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総務企画委員会説明資料 

                            総務部管財課 

項  目  ネーミングライツの募集結果等について 

 

１ 概 要 

 ○ 県有施設の有効活用による歳入の確保を図るため、ネーミング

ライツ(施設命名権)の募集を行った。 

   ・募集期間：令和４年１月31日～３月１日 

   ・募集施設：164施設 

   

○ その結果、16施設に対し応募があり、更新の２施設と合わせ、

18施設のパートナーを決定し、令和４年４月から通称を使用して

いる。 

 

 

２ ネーミングライツ導入状況（別表一覧のとおり） 

 ○ ネーミングライツの導入施設数は、２施設から18施設に拡大 

 ○ ネーミングライツ料(年額)は、1,720万円から4,916万円に増加 

 ○ 建物系施設だけではなく、インフラ系施設にも導入し、施設が 

多様化 

 

 

３ 今後の予定  

  今回応募がなかった施設について、再度の募集を行い、ネーミン

グライツ導入施設の拡大に努める。 

 

（スケジュール（案）） 

令和４年７月以降：募集開始（募集期間２ヶ月程度） 

10月以降：通称使用開始 
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施設名
ネーミングライツ
・パートナー

通称名
ネーミング
ライツ料

（万円／年）

契約
期間

（年）

1 取手競輪場 (株)ケイドリームス
楽天Ｋドリームスバンク
取手 800 3

2
つくば国際会議場
（大ホール）

関彰商事（株） Leo Esaki メインホール 550 3

3
笠松運動公園
（陸上競技場）

水戸信用金庫 水戸信用金庫スタジアム 490 4

4
大洗マリンタワー
・港中央公園

ひたちなかエネルギー
ロジテック（株）

ひたちなかエネルギーロジ
テック大洗マリンタワー
・ひたちなかエネルギーロジ
テック港中央公園

340 2

5 総合福祉会館 関彰商事（株）
セキショウ・ウェルビー
イング福祉会館 330 3

6
いばらき量子ビー
ム研究センター

中山商事（株）
AYA'S LABORATORY 量子
ビーム研究センター 200 3

7 さしま少年自然の家 （株）坂東太郎
ばんどう太郎
さしま少年自然の家 180 2

8 茨城空港駐車場
（株）トヨタレンタ
リース茨城

トヨタレンタリース
茨城空港駐車場 120 3

9 里美野外活動センター 学校法人リリー文化学園
リリーアカデミー
キャンプセンター 50 2

10 笠原歩道橋 桂不動産（株） 桂不動産 笠原歩道橋 42 5

11
白山西小学校前
歩道橋

桂不動産（株）
桂不動産 白山西小学校
前歩道橋 42 5

12 大角豆歩道橋 桂不動産（株） 桂不動産 大角豆歩道橋 42 5

○新規

＜別表一覧＞ネーミングライツ導入状況
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施設名
ネーミングライツ
・パートナー

通称名
ネーミング
ライツ料

（万円／年）

契約
期間

（年）

13 境町山神町歩道橋 （株）ほしいもの百貨
干し芋カフェ
HOSHIIMONO100Café
境町山神町歩道橋

36 5

14 文京二丁目歩道橋 桂不動産（株） 桂不動産 文京二丁目歩道橋 32 5

15 阿見町役場前歩道橋 桂不動産（株）
桂不動産 阿見町役場前
歩道橋 22 5

16 県庁東公園 （株）柴建築設計事務所 県庁東公園 SHIBA 20 5

（計） 3,296

施設名
ネーミングライツ
・パートナー

通称名
ネーミング
ライツ料

（万円／年）

契約
期間

（年）

1 県民文化センター (株)廣澤精機製作所 ザ・ヒロサワ・シティ会館 900 3

2

笠松運動公園
（屋内水泳プール
兼アイススケート
場）

(株)山新 山新スイミングアリーナ 720 3

（計） 1,620

新規・更新（合計） 4,916

○更新
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１　公表の趣旨

２　公表の内容

（１）　税収（決算見込額）

（２）　活用事業

総額 うち県負担額

1,229,066千円

総 務 部 税 務 課

　令和３年度 核燃料等取扱税の活用状況について

　 核燃料等取扱税の税収及び活用状況を毎年、広く周知・公表することにより、税収の使途の
明確化を図る。

・　令和３年度における核燃料等取扱税の税収（決算見込額）は約12億29百万円。
　　（令和２年度税収は、約12億30百万円）

・　税収は、環境放射線監視運営、原子力安全対策など県民の安全・安心に資する
    事業に活用。

（単位：千円）

項
目

細　目 令和３年度事業費
（見込額） 事業の成果・効果

主な事業内容

東海・大洗地区に立地する原子力施設の周辺
地域における環境放射線の監視、原子力施設
からの排水中の放射能濃度の測定や、農畜水
産物・河川水・土壌等の放射能濃度の測定・分
析などを行い、地域住民の安全・安心の確保を
図ることができた。

 原子力審議会等運営費

530 530

環境放射線監視センターの運営

 原子力安全対策運営費

151,117 151,117

原子力安全対策委員会を開催し、安全性を確
認しながら、原子力行政を推進することにより、
地域住民の安全の確保及び安心感の醸成を
することができた。

原
子
力
安
全
対
策
費

 環境放射線監視運営費

48,790 48,790

原子力審議会・原子力安全対策委員会
の運営

 広報普及事業費

6,096 6,096

協議会による原子力科学館の運営や出前のイ
ベント実施などを通じて、県民に対する原子
力・放射線の基礎知識の普及啓発を促進する
ことができた。

（公社）茨城県原子力協議会の運営に
係る補助

原子力施設の安全対策の確認・検証、環境放
射線の監視・評価、原子力防災体制の整備、
原子力に係る広報等を行うことにより、原子力
安全行政を推進することができた。

原子力安全対策に従事する職員等人
件費　（22名）

 原子力環境安全対策費

1,840 1,840

原子力安全協定に基づき、各種報告を受ける
とともに事業所に対し立入調査等を行い、事業
者の安全対策等を確認することにより、地域住
民の安全の確保及び安心感の醸成をすること
ができた。

原子力事業所への立入調査等
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総額 うち県負担額

421,835 388,811

6,026,613 2,858,101

市
町
村
事
業

283,004 283,004

283,004 283,004

6,731,452 3,529,916

（単位：千円）

項
目

細　目 令和３年度事業費
（見込額） 事業の成果・効果

主な事業内容

 原子力関連警備費

150,834 150,165

小　　計　　

事故当時の地域住民や事故施設周辺一時滞
在者などで、医師により必要と認められた者に
対して健康診断を実施することにより、地域住
民等の健康不安の解消を図ることができた。

国が定める原子力災害対策指針に基づき、原
子力災害拠点病院をはじめとする医療体制の
整備を行った。原子力災害時における緊急医療に係る

体制の整備

核物質を管理する施設について、原子力事業
所と連携した警戒警備を行ったことにより、テロ
等不法事案の未然防止を図ることができた。原子力発電所周辺警備及び核燃料物

質等の輸送警備

4,570

原
子
力
安
全
対
策
費

 防災行政無線運営費

16,563 16,563

県・市町村・消防本部・原子力事業所等を地上
系、衛星系の２ルートで結び、33か所の保守点
検等を行った結果、原発事故等緊急時の確実
な情報連絡体制を維持することができた。

 原子力事故健康対策事業費

12,325

防災行政無線の運営

 緊急時避難用道路の整備

5,441,734 2,595,202

JCO事故対応健康管理委員会の運営
等

 原子力緊急時医療施設運営費

33,740 9,140

合　　　計

　港湾施設の整備等
   日立港区　　　：防波堤改良、岸壁補修等
   常陸那珂港区：岸壁補修等
   大洗港区　　　：岸壁補修等

小　　計　　

市町村における、安全・安心に関する
事業への補助
　 防災行政無線管理事業、
　 消防団器具置場設置事業
　 などの事業に活用

原子力事業所周辺地域である東海村や大洗
町などの１４市町村に対し、事業費の補助を行
うことにより、原子力災害に係る住民の安全・安
心に資する事業が実施され、各市町村の原子
力防災体制の強化などを図ることができた。

小　　計　　

緊急時の物資の輸送等に必要不可欠な港湾
施設である防波堤及び岸壁の整備等を進めた
ことにより、防災等対策の推進、船舶航行の安
全性や荷役効率の向上を図ることができた。

原
子
力
防
災
減
災
対
策
費

緊急時避難用道路の整備を進めたことにより、
一部区間が供用開始し、県民の避難時間を短
縮することができた。

茨城県広域避難計画の避難経路の
整備
　国道245号、国道293号、国道118号 他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計24路線

 港湾事業費

584,879 262,899
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資料１－３ 

 

 

県 出 資 団 体 等 改 革 工 程 表 

（令和４年第２回定例会 総務企画委員会資料） 

 

競輪事業特別会計 

 

 

 

令和４年６月１４日 

            総 務 部 
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改革工程表２(年度別計画）

    　　　 取り組むべき項目

１　一般会計への繰出金の継続

２　経営の維持・改善

  （１）運営の効率化

　　①収益の確保

　　②効率的な業務運営

  （２）売上額の確保

　　①普通競輪の売上額の確保

　　②記念競輪等の売上額の確保

※注  　　　は改革期間及び推進事項を表示

　　　　　［　　］は目標達成状況を表示

売上目標：90億円（特別ＧⅠ）
［売上：91億円］

売上目標：50億円（記念GⅢ） 売上目標：50億円（記念GⅢ）

収益目標：２．５億円
［収益：３.７億円］

収益目標：１．５億円 収益目標：１．５億円

２億円
[３億円]

１億円 １億円

会計名： 競輪事業特別会計                                                      所管部局・課名：総務部総務課　　　　　　

令和３年度 令和４年度 令和５年度

売上確保及び経費の節減

車券発売窓口業務委託等の効率的な運営

魅力あるレースの企画、実施

売上確保及び経費の節減 売上確保及び経費の節減

効果的な広報活動等の実施 効果的な広報活動等の実施 効果的な広報活動等の実施
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